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【質疑応答と討論】
司会：それでは､ 本日は､ パネリストの先生方と相談致しまして､ フロアの方々との質
疑応答を先に行ないたいと思います｡ ご自由にご発言下さい｡
フロア：法学部法律学科の学生です｡ 拙い質問で恐縮ですが…｡ まず深澤先生に 1つ伺
いたい点がございます｡ 国民的アイデンティティは市民的アイデンティティとエスニック・
アイデンティティとによって形成される､ というふうに仰いましたが､ そのうちの一方だ
けで国民的アイデンティティが形成される場合があるのかどうか､ ということをお尋ねし
たいと思います｡ それから､ 広渡先生にお尋ねしたいのは次の点です｡ 英語のcitizenship
に対応する言葉､ 或いは概念がドイツ語には無い､ と先生は仰いました｡ なぜそれが無い
のかなということ､ これを教えて頂ければと思います｡ お願い致します｡
深澤： ではまず私の方からお答えします｡ 市民的アイデンティティとエスニック・ア
イデンティティのどちらか一方ということがあり得るのかという問題ですが､ 近代以降の
形態について言いますと､ どのような政治システムもこの 2つを持っていると私は思って
います｡ ヒトラーとかムッソリーニとかいった独裁者の支配する体制であっても､ 市民的
アイデンティティは様々にかたちを変えて含まれています｡ ヒトラーはもともと選挙の結
果として首相になったのですが､ 常に市民の支持を得るために動員をかけます｡ そういう
動員をかけるところが､ 例えば絶対王政などと全く違うところです｡ 常にそのようにして
民衆の支持を仰いでいる｡ そういう意味では､ 市民的アイデンティティが無いわけではな
い｡ だから問題なのは､ それがどの程度の強さか､ 或いはどちらが強く出ているか､ とい
うことだと思いますね｡ それから､ エスニック・アイデンティティだけの場合には､ それ
はエスニック集団になってしまいます｡ 例えばアイヌがアイヌとしての政治参加を求めな
いで文化の維持だけを求める場合には 微妙なところはありますが ､ それを国民的
アイデンティティということは出来ないでしょうし､ その集団をnationとは呼べないよう
に思います｡ 要するに結論としては､ 国民的アイデンティティは通常､ 市民的アイデンティ
ティとエスニック・アイデンティティとを両方含むと考えます｡
広渡：ちょっと余計なことを言ったので､ 質問を誘発してしまいました (笑)｡ もとも
と市民社会civilsocietyの原義であるsocietascivilisに対応するドイツ語を作る時に大変
困ったのです｡ societascivilisについて､ カントは ｢社会 (Geselschaft)､ すなわち国家
(Staat)｣ といい､ そのメンバーを ・Staatsb・rger・とドイツ語に訳しました｡ civilsocietyを
日本では市民社会と訳し､ 日本の社会科学者は､ それを国家に対立するものとして用いる
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場合が多いですが､ もともとcivilsocietyとは､ 深澤先生のお話にもあったようにそれ自
体が政治的共同体のことを指すので､ 国家をも含んだ社会のことなのです｡ つまり､ それ
自体が統治する社会です｡ これをヨーロッパの言語文化の中ではcivilsocietyとずっと呼
んできたのですけれども､ これをドイツ語に翻訳する時に､ 困った挙句､ カントが､ 国家
と社会とを一体のものとして考えざるを得ないということで､ そのメンバーをStaatsb・rger
としたわけです｡ 直訳すると ｢国家市民｣ ですから､ これでは何のことか分からないとい
うことで､ とても評判の悪い翻訳語でした｡ しかし､ その後ヘーゲルがはっきりStaatつま
り国家とb・gerlicheGeselschaftつまり市民社会とを分けるドイツ的な国家と市民社会の二
元論を持ち出して､ これがドイツの社会科学の基底的な考え方になったのです｡ 従って､
civilsocietyに対応するcitizenshipのような概念を､ ドイツは自分の国の言葉として歴史的
に形成することが出来ませんでした｡ カントの用語法の流れをくんで､ Staatsb・rger､ これ
がcitizenshipに対応するドイツ語として使われます｡ ワイマール憲法にはまだこの表現が
残っていますが､ いわゆる ｢市民｣ に対応することばとしてはいまではほとんど使われて
いません｡ 語感としては､ 日本語の ｢公民｣ に似ていると思います｡ それで現在どうなっ
ているか｡ citizenshipのcitizenに対応するドイツ語はB・rgerですが､ -shipに対応するドイツ
語は大体-schaftとなりますので､ これを結合してB・rgerschaftというと､ これは辞書をひく
と分かりますが､ 一般的には ｢市民の集合体｣､ 特別の意味として､ ハンザ都市のハンブ
ルクとブレーメンの市議会のことを指します｡ これでは､ 何のことか分からなくなってし
まう｡ そこで､ EUの文書の中で､ citizenshipと表現されているところは､ ドイツ語では､
Zivilb・rgerschaftとして､ つまりB・rgerの前にZivil もちろんcivilsocietyのcivilです
を付けくわえて表現するやり方が行われています｡ また､ 先ほどのEU市民権についても
ドイツ語が工夫されています｡ EU市民権は､ 英語ではcitizenshipofEUと簡単に言えるの
ですが､ ドイツ語でこれにならうとすると､ なかなか難しい｡ Zivilb・rgerschaftderEU
とか､ Staatsb・rgerschaftder EUというと､ あたまにつく､ Zivilと Staatとが違和感をもた
らします｡ そこで､ ドイツ語ではUnionsb・rgerschaftいう表現が作られました｡ EU法のド
イツ語バージョンは､ この用語で統一されています｡ それから､ カントはcivilsocietyを
｢社会すなわち国家｣ と呼んでいましたが､ ヘーゲル以降､ 国家に対置される市民社会を
b・rgerlicheGeselschaftと呼ぶのがドイツでは通例でした｡ けれども､ 最近､ civilsocietyと
いう言葉をそのままドイツ語で表したいという人たちはZivilgeselschaftという新しい言葉
を作って使うようになりました｡ これは1990年代以降ですね｡ この新しい表現は､ ヘーゲ
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ルの市民社会概念が経済社会を把えたのに対して､ 市民社会を市民がコミュニケートする
公共空間として把えるところに特徴があります｡
フロア：二部法学部の学生です｡ よろしくお願い致します｡ 日本のことを ｢我が国｣ と
言ったり､ 日本人が ｢内向き｣ に考えたりすることについて､ とても興味を持っていたの
ですが､ そういう日本人の ｢内向き｣ さ､ 或いは自分の国がやってきたことが正しいと思
いこんだりしてしまう傾向を､ どうすれば変えていくことが出来ると､ 両先生はお考えか､
教えて頂けると有難いのですが｡
深澤： どの点で ｢内向き｣ かということ｡ これについて言い出すとキリがなくなって
しまいます｡ 全ての点で､ 私たちはそのことを感じています｡ 例えば領土問題があります
ね､ 竹島だとか尖閣諸島だとか｡ それについて､ 日本側の論理については一生懸命弁じま
すけれども､ 向こう側の論理について､ 我々は知らされていませんよね｡ もっとも､ ｢内
向き｣ という点でいえば､ 中国や韓国にもそういう傾向が出ていますけど｡ もう少し公平
な観点に立てないものか｡ ではどうしたらよいのか､ ということなんですが､ 市民交流を
深めることが重要でしょうね｡ お互いの観点が違うことを理解する｡ これがポイントにな
るかなという気がします｡ これ以上踏み込むと､ 色んなことに言及しなくてはならな
くなって収拾がつかなくなるので､ とりあえずはこういうところで…｡
広渡：難しい問題だと思いますね｡ 私がちょっと関係している国立国語研究所という研
究所があります｡ 世界広しといえども ｢国語｣ なんて学問があるのは日本だけなのでおか
しい､ だから日本語研究所にすべきだという議論が当然でました｡ そこで､ これは改称す
べきだという提案が出されたのです｡ しかし､ よくよく調べるとですね…｡ 国立
くにたち
市に日本
語研究所があって､ その名を ｢国立
くにたち
日本語研究所｣ という｡ 従って､ 国立国語研究所が改
称して ｢国立日本語研究所｣ になると､ 同一名称の研究所になってしまう｡ 別に登録商標
を取っているわけではありませんけれども､ 同じ名前の研究所が既にあるのでは改称する
のは無理だという結論になって､ 改称しなかったというエピソードがあります｡ この背景
には､ 変えることに政治的な抵抗があるようですね｡ 学問的な観点からみると､ その名称
自体が古くさいし､ グローバル化する世界の中で不適合なのだけれども､ ｢でも､ なかな
か難しいよね｣ というところに落ち着いたわけです｡ ｢本当に国立
くにたち
に日本語研究所がある
のですか｣ って何度も訊いたんですが (笑)｡
そういう細かいことも含めて､ 相対化して考えるということ､ ｢他の国はどうなってい
るんだろうね｣ という議論がもっと必要かなという気がしますね｡ 私はドイツのことを専
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門にしていますので､ ドイツ語についていいますと､ ドイツでは ｢ドイツ語｣ という言い
方はしますが ｢国語｣ という言い方はしません｡ ドイツでは大学入学資格を取る時にドイ
ツ語の試験科目がありますが､ ドイツ語の試験のほうがが難しいので､ それを避けて英語
を選択する生徒もいます｡ それでもＯＫになっています｡ そういう意味では､ ドイツ語が
相対化されていますね｡ そうした相対化の視点をいろいろなところに埋め込んでいくしか
ないかなと思います｡ たしかに領土問題は非常に重要だと思うのですけれども､ どちらか
の立場に立ってしまうと､ そのどちらかの立場から見ることになってしまいます｡ 相対化
というのは､ 両方の言い分を自分で確かめて､ 自分で判断するということ｡ いろんな問題
についてそうです｡ その場合に､ 外国がどのように日本のことを見ているかとか､ 外国で
この問題がどうなっているのかとか､ そういう比較による相対化が重要なのではないかと
思います｡
司会： ｢国語｣ だけではなく､ たとえば ｢日本史｣ はかつては ｢国史｣ と言いましたし､
｢日本文学｣ もかつては ｢国文学｣ と言いました｡ ｢国文学｣ は今でも生きている表現です
ね｡ これはかなり日本的な現象なのかなという気が致しますが､ そういうことと共に､ 最
近特に日本の若者が ｢内向き｣ になってきているということを､ 大学の教員の多くが感じ
ているのではないでしょうか｡ 例えば海外留学に応募しようとする学生が最近なかなか集
まらない､ ということがあります｡ 国際化とかグローバル化とかが叫ばれている中で､ な
ぜこのようなことになるのかは､ 考えてみなければならない問題だろうと思います｡
フロア：法学部四年生の者です｡ よろしくお願い致します｡ 深澤先生に質問させて頂き
ます｡ 先生はチュニジアにおいて構築されたような市民的アイデンティティをいかにして
構築していくかが重要だというお話をされたと思うのですが､ チュニジアにおける市民的
アイデンティティというのが一体どういうものであって､ それがどういうものであったか
ら変革が成功したのか､ という点について具体的にお聞かせ願えますでしょうか｡
深澤：実は余りよく知らないんです (笑)｡ チュニジアは例の ｢アラブの春｣ で政権交
代し､ その後､ 世俗派とイスラームの抗争がありましたが､ 4 つの組織のリーダーが会合
を持って､ 対話による政治的対立の克服を成し遂げるんです その間の経緯が､ 私には
詳しく分からないのですが｡ これは外国の圧力によるのではありません｡ 自分たちでその
ように取り決めてしまうんです｡ 大まかな流れでいくと､ 以上のように対話によって､ 選
挙を行い､ 民主化を維持することについて対立者間での合意が出来たことが大きかったと
は言えますね｡
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フロア：その対立する者同士で対話が出来たことには､ 何か国民的な雰囲気のようなも
のがあったからでしょうか｡
深澤：詳しいところについては､ 今ちょっと分かりません｡ これを例に出したのがちょっ
とまずかったですね (笑)｡ 調べておきます｡
司会： ｢アラブの春｣ は､ 最初は希望に満ちた動きのように思われましたが､ その後の
過程を見ると非常な困難に直面しているところが多いですね｡ そうした中で､ なぜチュニ
ジアだけが ｢成功｣ と言っていいのでしょうか 出来たのかは､ とても興味深い問
題だと思います｡
フロア：大学院生の者です｡ 本日は貴重なお話を有難うございました｡ ちょっと纏まり
のない感想的な質問になってしまうのですが…｡ 私自身の ｢市民｣ のイメージというのは､
どこかの地域の住民とかいうのではなく､ 自分で話し合って意思決定できる人々という､
高校時代に習ったような知識しかなかったので､ 今回､ 市民的アイデンティティとかドイ
ツなどと日本とでの意味の違いとかが分かって､ 大変有意義でした｡
｢国民｣ というと ｢国家｣ というのがやはり前面に出てくるのに対して､ ｢市民｣ という
とその国家という枠から離れた人々という意味があると思うのですけれども､ もっとニュー
トラルな言い方が他にないのかなと感じることがあります｡ それだと ｢何人
びと
｣ で済ん
でしまうのかも知れませんが｡ もし､ そのようなニュートラルな表現について､ 何か思い
つくものがございましたら､ 教えて頂きたいと思います｡
深澤：今の質問は､ ｢市民｣ という言葉がニュートラルじゃないということでしたか｡
その場合のニュートラルというのはどういう意味なのか…｡
フロア： ｢国民｣ ｢市民｣ 以外に､ 何か別に政治的な意味での人の集団を指す言い方は
ないのかな､ ということなんですが…｡
司会：おそらく､ ｢市民｣ という日本語の単語のニュアンスの中に､ 既に一種の政治的
なニュアンスが含まれてしまっているように感じられるので､ そういうニュアンスの無い
表現はないか､ という質問ではないでしょうか｡ ｢市民｣ 或いは ｢市民運動｣ というと､
どうしてもそこに国家権力に対するカウンターとしての存在とかそういう立場からする運
動だとかいうニュアンスが含まれてしまっていて､ 価値観が入っているんじゃないか､ と
いうことではないでしょうか｡
深澤： ｢市民｣ という言葉のニュアンスは異なってきているんですね｡ 戦後すぐの頃に
はマルクス主義が非常に強かった｡ マルクス主義はヘーゲルの影響を受けています｡ 先ほ
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ど広渡先生が仰ったように､ 国家と市民社会とを分けて､ ヘーゲルは市民社会を ｢欲望の
体系｣ というわけです｡ いい意味ではないですね｡ 国家が人倫の体系ですから｡ マルクス
も基本的にこれを受け継ぎます｡ だから､ 戦後すぐ辺りの知識人たちは ｢市民｣ という言
葉を余り使っていないのです｡ それがいつ頃から広く使われるようになってきたかという
と､ 篠原一先生とか高畠通敏先生とか松下圭一先生などが登場してからです｡ 時代的には
学生運動の頃です｡ べ平連などはそれよりも少し前からありましたが｡ そういう ｢市民運
動｣ が起ってくる｡ それを嫌う人たちは､ やはり ｢市民｣ という言葉を使わないわけです｡
市民運動をやる人たちはマルキストではない｡ そうじゃなくて自治的なものを重要視する｡
そういうかたちの政治運動は､ 先ほど前川さんが言われたように､ 反国家的なニュアンス
を持つわけですね｡ こういう ｢市民｣ の概念を嫌う人は当然いました｡ それでいろんな
｢色｣ がついてきていることは事実です｡ ただ､ しかしそういった ｢市民｣ 運動は､ 今回
SEALDsみたいな運動が出てくるまでは､ 日本ではそれほど目立たなくなっていた｡ そう
した中で､ このSEALDsに関しても､ いろいろな評価が出て来ていると思いますね｡ 今外
国で ｢市民｣ という言葉自体に､ そういう意味での政治色というのは無いような気がしま
すね｡
フロア：都市市民とかいう場合には純粋に政治色のない単語ですよね｡
深澤：いや｡ むしろ時代によってはそちらの方が政治的なニュアンスがありますね｡
｢市民｣ という言葉が使われる時には､ 政治的共同体を作るということを前提にしている
こともありますね｡
広渡：戦後の日本の社会科学の取組みのなかで､ 何だかよく分からないのが､ この ｢市
民｣ とか ｢市民社会｣ をめぐる議論だと思うのですが､ 今日､ 私が言ったのは､ 国民＋外
国人を市民と捉えて､ その社会のあり方を市民社会として捉える､ これをもっと拡げてい
けば世界の市民社会となる､ そういう発想でモノを考えようということ､ それだけです｡
でも､ 戦後の日本の社会科学の中で ｢市民｣ と言う言葉がいろいろな文脈で使われてきて､
最近､ 例えば安保法案反対運動の中でも ｢市民｣ が立ち上がったと言われる､ あの ｢市民｣｡
あれは何なのだろう､ ということですね｡ やや差しさわりがあるかも知れませんが､ 我々
の学生時代には､ ああいう運動でスピーチをする時には ｢我々は…｣ とやりました｡ 今の
SEALDsの学生諸君がやる時は ｢私は…｣ です｡ メッセージを述べて､ 最後に自分の名前
を言って､ ｢私は安保法案に反対します｡ 2015年 9 月10日｣ のように締め括るんです｡ こ
れは､ 我々の学生時代と全く違う｡ ｢我々｣ というのか ｢私｣ というのか､ そこが違う｡
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SEALDsの学生たちは､ 個人として､ 主権者個人として､ 語っている｡ 個人単位での社会
参加が中心的な役割を担うものとなり､ 個人もそのことを意識し､ かつ社会も個人をそう
いうものとしてみるようになった 例えば ｢人民people｣ だって､ やはり複数の表現で
あって､ 個人の単位にはなりませんよね｡ そういう意味での主体としての個人というのが
今浮かび上がってきている｡ 色んな意味で色んな用い方がされていて､ 唯一共通なのは多
分､ 伝統的な概念を壊して､ 何か新しい物事を語ろうとする時に､ ｢国民｣ に対して ｢市
民｣ が使われたり､ 組織に対して ｢市民個人｣ というのが使われたりしてきたのかも知れ
ない｡
私の尊敬する法律学者 もう亡くなりましたけれども はご自身の課題を ｢市民法
学の建設｣ と言っておられました｡ ｢それは何ですか｣ とお尋ねしますと､ ｢市民の立場に
立った法律学｣ だという｡ でも､ その先生とよくよく話をすると､ ｢市民って何かエラそ
うだね｣ と仰るんです｡ 自分は､ 本当は ｢庶民｣ とか､ 或いは ｢凡民｣ とかの立場に立っ
た法律学を構築したいんだ ただ､ ｢庶民法学｣ とか ｢凡民法学｣ とかではちょっと格
好悪いけれど と言っておられました｡ その気持ちもよく分かる｡ 確かに ｢市民｣ とい
う言い方はちょっとエラそうですよね｡ 完全な政治的権利を担って､ 国家形成に参加する
という歴史的な意味合いを持っていますから｡ その範囲が歴史的に次第に拡がっていき､
労働者階級まで含めて全ての社会構成員が ｢私は市民だ！｣ と自覚して政治参加するよう
な､ そういう社会が出来てきた｡ しかし､ 実際にはそうでない状態であったので､ 今､
｢市民｣ というのが改めて見直されているのではないか｡ これは､ 全くの印象です｡
深澤：広渡先生のSEALDsについてのお話を伺って､ ちょっと思い出してきました (笑)｡
もう亡くなりましたが､ 吉本隆明という思想家がいました｡ 戦後の政治思想史を作った 1
人です｡ 彼が主張するのは､ やはり ｢庶民｣ なんです｡ ｢市民｣ は嫌いなんですね｡ ｢市民｣
みたいに､ 西洋かぶれみたいなのはいかん！という発想です｡ だから､ 丸山真男をとても
激しく批判しました｡ 丸山が言っているのは ｢市民｣ だ､ そんな理想的なありもしない人
間を描いてどうするんだ､ というわけです｡ 日常生活に根差すという意味で ｢庶民｣ とい
うものを吉本は押し出してきます｡ 神島二郎という政治学者 彼は丸山真男の弟子なの
ですが も､ そちらの方のタイプでして､ 柳田国男からの系譜を引いた､ そういう人間
像をベースにすべきだと主張しました｡ ｢市民｣ という言葉は､ ある種の理想として語ら
れてきた､ という側面があるでしょうね｡
1990年代以降､ 市民社会論が世界規模で盛んに展開されるようになりました｡ ｢市民社
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会論ルネッサンス｣ といわれる時代になりまして､ 文献も非常に多いのです｡ わが国の中
でどうかというと､ ｢市民｣ という言葉は政治的用語としての地位を今は占めていないの
かなという気がします｡ 一定の政治的集団を指す語ではなく､ 先ほど広渡先生が言われた
ように ｢私｣ という言い方の方が力を持つようになってきた｡ そうすると､ 昔あったよう
な ｢市民｣､ そしてそれと対抗するような ｢庶民｣ というのとは違う､ 全く新しい ｢市民｣
がこれから出てくる｡ ｢市民社会ルネッサンス｣ を受けて､ 今後日本でもおそらくどんど
ん議論が出てくる可能性があるなと思いました｡
広渡先生に質問させて頂くというのも恐縮なのですが…先生は日本ではおそらく最もド
イツの事情に精通しておられる方なので敢えてお伺いしたいと思います｡ 2 点ほどありま
す｡ ｢市民｣ 的なものを前面に押し出すことの重要性については､ 私もよく分かるのです
が､ 難しい問題もあるように思うのです｡ お伺いしたいのは ､ ドイツの基本法は最初
は血統主義を採っていましたね｡ それが､ 途中で基本法を変更して､ 移民をどんどん受け
入れるように転換しました｡ どうしてそういうふうになったのか､ というのが 1つ｡ それ
から､ もう 1つ｡ そのように移民をどんどん受け入れるようになって現在に至っているわ
けなのですが､ 3 ､ 4 年くらい前からでしょうか､ ドイツの多文化主義政策は失敗だった
ということ､ これを確かドイツ政府も認めて､ 方針を変えることになりました｡ 多文化主
義が失敗したというのはどういうことなのかと言いますと､ 要するにエスニックな部分を
｢市民｣ によって消すことは出来ないということだと思います｡ 移民で入ってきている人
たちは､ そのもともと持っていたエスニックな要素の下に結集する､ つまりそのような集
団的アイデンティティを政治的にも持つ｡ それはどうも多文化主義では解決できないとい
うことで､ 現在受け入れている移民にはそういう強固なエスニック集団を作らせない対応
になっていくのではないかと思うのですが｡ 楽観的にみれば､ 移民であろうとも皆が ｢市
民｣ として同等の権利をもつということにはなるのですけれども､ 多文化主義の失敗を受
けて､ 今の時代に果たしてそれが上手くいった状態というのはどういったものを想定すれ
ばよいのか｡ この 2点について教えて頂けますでしょうか｡
広渡：実は私の方からは､ 深澤先生とこの難民問題について議論をしたいと思っており
ましたので､ ここで一緒に考えたいと思います｡
先ほどちょっとふれましたが､ ドイツは1950年代の終わりにイタリアとの間に最初の協
定を結んで､ 外国人労働者を国内に入れました｡ これは､ 労働力が不足していたからです｡
日本の場合には､ 農村人口を都市に引っ張ってきて､ それが高度経済成長を支える労働力
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の基盤になりました｡ 日本でも1960年代後半には､ 外国人労働者を入れるべきだという議
論が一時起りましたが､ 日本はそれをやらずに自前で高度成長した｡ 対して､ ドイツは大
体200万人くらい外国人労働者を入れました｡ 最初に入れる時のシステムはローテーショ
ン制です｡ 長くいてもらっては困るので､ 3 年くらいで帰ってもらう｡ 向こうの政府と協
定してやっていますから､ ドイツの係官が現地へ出向いて､ 外国人を募集して呼んで来る｡
ただし ｢ 3 年で帰って下さいね｣ ということだったのです｡ こうして相手国との間で協定
を結んで進めたわけですけれども､ これが失敗に終わった｡ 最初は ｢ゲストワーカー｣､
ドイツ語でいうと ｢ガストアルバイター｣､ つまりお客さんとしての労働者と言っていた
のですが､ そのお客さんが居ついてしまいました｡ これを ｢移民化｣ とドイツでは言いま
した｡ 1970年代以降ずっとこの ｢移民化｣ が進みました｡ ドイツはもともと､ 日本と同様､
移民を受け入れないという国是を保ってきていたのです｡ けれども､ 実際に入ってきた外
国人が居ついて､ 本国から家族を呼んで､ 子供を作って､ 定住化してしまう｡ このドイツ
社会の状況を真正面から認めたのは､ 1990年代の末でした｡ これと併せて､ それまでの血
統主義的な国籍法を修正し､ 父と母が外国人でも一定期間ドイツに合法的に滞在していれ
ば､ ドイツで生まれた外国人の子供はその時点でドイツ国籍を取得することが出来ること
としました｡ これによって､ 定住化した外国人労働者とその家族を移民として認め､ かつ
移民国と同じような出生地主義の国籍法を採用したのです｡
もう 1つの多文化の問題ですが､ ドイツは政教分離ということについてはフランスと全
く違う考え方を採っています｡ 例えばイスラームがスカーフをかぶるという問題について､
フランスにおいては公立学校でスカーフをかぶるのは生徒も教師も禁止です｡ 政教分離原
則に反するからです｡ ドイツの場合には､ 政教分離原則ではなく､ ｢宗教に対する国家の
中立性｣ の原則という考え方に立っています｡ 全ての宗教を平等に扱う｡ それがドイツの
憲法の､ 宗教に対する考え方なのです｡ 中立に扱うわけですから､ どの宗教に対しても同
じように国家が援助する そういう立場なのです｡ その立場からみて､ キリスト教の先
生が十字架を首に下げるのとイスラームの人がスカーフをかぶるのとどこが違うのかとい
う議論が､ かなり深刻に行われました｡ 従って､ ドイツの多文化社会は､ フランスの政教
分離原則とは異なる原則､ すなわち宗教に対する国家の中立性原則の立場を取り､ 均しく
宗教に対して国家が援助をするという憲法原理の下で展開するということになります｡ こ
のことを踏まえて､ では具体的に､ ドイツ社会のあり方について､ 多文化をどう考えるか
ということなのですが､ メルケルが首相に就任して最初に言ったのは､ ｢Leitkultur主導的
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文化｣ ということでした｡ 多文化ではあるけれども､ ただ単に様々な文化が併存している
だけでは社会が 1つに纏まりにくいので､ 様々な文化の中にも主導的な役割を果たす文化
があるのだ､ という言い方をしました｡ これはドイツ人の文化のことを言っているのです
が､ すぐに批判されて､ 引っ込めざるを得なくなりました｡ 間違いだったということになっ
たと思います｡ 深澤先生がご質問になった､ ドイツの多文化社会はこれからどのような方
向を見出すのかという点については､ 私が見ていても､ よく分かりません｡ 義務教育学校
でキリスト教の宗教教育を行っているように､ そのためのカリキュラムや人材が準備でき
れば､ イスラーム教の宗教教育を行うことは､ 憲法上可能だし､ 要請されているわけです｡
いろいろな取り組みをやっているということではありますが､ これといった決め手になる
ような､ ドイツ型の多文化社会構想があるかどうか､ ちょっと考えつきません｡
難民のことなのですが､ 先ほど深澤先生は難民と平和の問題を結び付けて仰いました｡
この点は､ 私が最近言っていることなので､ 特に言及しておいた方がよいかなと思いまし
た｡ 日本国憲法 9条とドイツのオリジナルな基本法の16条 ( 3項 2文) －1993年改正によっ
て現行16 ａ条 1 項－には共通する特徴があります｡ ドイツ基本法16条には庇護権の規定
が置かれました｡ これは簡単な条文です｡ ｢政治的に迫害されている者は､ 庇護権を享受
する｡｣ これだけの条文です｡ この意味するところは､ 自分の生まれた国､ 暮してきた国
において政治的な迫害を受けた者がドイツの門を叩けば､ その者の権利として､ ｢私を受
け入れてくれ｣ とドイツ政府に対して請求できますということを､ 規定したのです｡ こう
いう権利を規定した憲法は､ 世界のどこにもありません｡ 日本は1981年に難民条約を批准
していますので､ 難民が来た時にその条約に基づいて作った手続に従って､ 難民かどうか
を審査して受け入れていますけれども､ 昨年度は5000人来たうち､ 受け入れられたのは僅
かに11人という状況です｡ かたやドイツは､ 国家の義務として､ 政治難民を受け入れるこ
とを規定している｡ 中東シリアからの難民がヨーロッパに押し寄せる中､ ドイツのメルケ
ル首相は 8月末に､ 2 つの憲法の条文を挙げて難民の受け入れを ｢困難だけれど必ずやり
とげる｣ といいました｡ 1 つは基本法 1 条 ｢全ての国家権力は人間の尊厳を擁護する義
務を負う｣ 規定､ そしてもう 1つが今言及した16条､ 庇護権の規定です｡ メルケル首相は
この 2つの規定に基づいて､ 政治的な迫害を受けた政治難民 ドイツに職を求めてやっ
てくる経済難民はこのカテゴリーに入りません と認定された者を､ ドイツは全て引き
受けると言ったのですね｡ もちろんその前提は､ 内乱によって自国から逃げ出さざるを得
なくなった者は政治難民であると考えられています｡ 殆どの人が今回それに当たりますか
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ら､ メルケルがそのように言ったことに対して､ IloveMerkel.というツイッターが世界
を飛び回った､ ということなのです｡ 実際には､ 流入する大量の難民によって､ ドイツで
はすでに100万人に近くなっていますが､ 現在パンクしそうになっていて､ メルケル首相
のその言明に対して､ どこかで線引きをするという追加的な言明をするべきだという国内
の圧力が強くかかっています｡ しかし､ ではどこで線引きをするか｡ そんな線引きは誰に
も出来ない｡ 合理的な線引きをするということは､ どんなに議論しても出来ない｡ それで
も何とかするしかない､ というのが今の状況なのでしょう｡
ドイツ基本法16条のこの庇護権の規定と日本国憲法 9条の規定とは､ 第二次世界大戦後
の国際的なスタンダードを超えた規定です｡ ｢あなたの国は軍隊を持ってはいけませんよ｣
というのは､ 国際法上の要請でも何でもないですよね｡ 日本国自身が選んだ途なのです｡
ドイツの庇護権もそうです｡ いずれも自分から進んで､ 国際的なスタンダードを超えた義
務を自らに課した｡ それは､ 日本もドイツも戦争に負けて反省したから､ ということです
が､ その根本にあるのは､ 個人の尊厳を保障するという思想です｡ 日本の戦争放棄､ 戦力
不保持の思想の根本にあるのは､ 確かに個人の尊厳の擁護でしょう｡ また､ ナチスの時代
に迫害をのがれて亡命したドイツ人を受け入れてくれた諸国は､ その人々の個人の尊厳を
擁護したのであり､ 庇護権の規定は､ それをもっと強く進めるというものです｡ 深澤先生
が仰ったように､ 世界市民的なものの考え方というのは､ 世界の全ての人々が個人の尊厳
の持ち主として存在するということであり､ それゆえにメルケル首相は､ ドイツ人と難民
との間に個人の尊厳の保障という点ではいかなる差別もないと言ったわけです｡ これがド
イツの政治的リーダーの判断なのだ､ ということなのですね｡ これはとても重い発言です｡
あえていえば､ これは､ 世界市民の考え方に通じているのだと思います｡
深澤：ドイツについて言うと､ 今年中に推定で100万人の難民が押し寄せると言われて
いますね｡ 9 月に提案された段階では､ EU単位で16万人､ ドイツで 3 万1000人ですか､
その数を受け入れるということになっていましたが､ これはまだ正式決定ではないですね｡
イギリスのキャメロン首相が4000人の受け入れと表明して､ 猛烈に批判されていました｡
私自身は､ 何でもかんでも受け入れるという理想主義者とはちょっと違います｡ それに
は無理があると思っています｡ しかし､ 無理があるのは承知の上でも､ 出来るだけのこと
はしなくてはいけない｡ 受け入れの基準というのも難しいのですが､ 広渡先生も仰いまし
たように､ 難民というのは移民と違う｡ 政治的難民というのは､ 紛争さえなければ自分の
国に住みたい人たちです｡ 一般的にいえば､ 2 年くらい滞在して､ それから帰国すること
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が想定されるので､ とりあえずは 2年間だけでいいから､ それらの人たちが滞在できるよ
うにすることが必要でしょうね｡ そういったことについては､ 日本は災害を沢山経験した
国ですから､ そういう点についてのノウハウを持っています｡ もちろん外国人を対象
にしたものではありませんけれど｡ だから､ そうした経験を活かして､ 日本が難民問題に
積極的に関わる余地はある筈なんですね｡ 戦争を止めるための武力というのは､ これはど
うしても必要な部分はあるんです｡ しかしそれだけではなくて､ 平和の根幹をなしている
安定した社会を作るのに資する､ そういう政策を日本は取るべきだと思います｡ これこそ
が積極的平和主義ですよね｡ そういうことをキッチリとやらないと､ 日本そのものが国際
社会で軽蔑されてしまう｡ 特に今回､ 難民問題で名指しでアムネスティ・インターナショ
ナルから批判されたのは､ 日本､ ロシア､ 韓国でした 他に､ 近くにありながら全く受
け入れない､ サウジアラビアもありますが｡ そういう意味での平和主義というのは､ 広渡
先生が仰っているとおりだと思います｡ もちろん､ ドイツ基本法における庇護権のような
規定をすぐに日本で作れるかというと､ それは難しいでしょうが､ 政策的なかたちで相当
程度実現できる筈です｡
それからもう 1つ｡ 根本的な問題としては､ 難民の流出を止める施策を考えなくてはな
らない｡ そのためには､ シリア国内に安全地帯を設けるのが一番効果的なんです｡ ただ､
これを実現しようとすると､ 極めて大きな軍事力が必要となる｡ 危険が伴う｡ 現在､ その
ような危険なことを率先してやろうという国はどこにもありません｡ 理想的には､ こっち
がいいのだけれど､ 難しい｡ 日本は軍隊を持って国際貢献を､ みたいな方向でそっちに行
くと､ これは全く別の話になってしまいます｡ そうでない方向で､ 日本が難民問題に貢献
するということが重要で､ それについては広渡先生の仰るとおりだと思います｡
司会：現代の国際関係の問題がいろいろ出て来ておりますので､ 国際法がご専門の森川
所長からも最後にご発言頂けますか｡
森川：権力政治的な部分と善なる共同体の実現を目指す部分とが合わさって国家を形成
しているという深澤先生のお話､ とても興味深く拝聴しました｡ 現代の問題についていい
ますと､ 例のISILのこと｡ それがどのようにして発生してきたのかという点については､
今いろいろ分析されているところでしょうが､ イラク戦争が大きな契機だったことは間違
いないでしょう｡ フセイン体制の時の非常な強権政治､ それはヨーロッパ的な人権感覚か
らすればこれを倒さなければならないということで､ イギリスとかアメリカとかには､ フ
セイン体制を倒してでも民主主義的な体制をイラクに作らなければならないという考えが
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あって､ あのイラク戦争に踏み切った面は否定できないと思うんです｡ もちろん､ 表向き
は､ イラクが大量破壊兵器を隠し持っているということだったわけですが､ これは虚偽の
情報だったことが後に明らかになりましたね｡ しかし､ それで体制を倒してみたら､ 結局､
それに不満を持っているスンニ派からISILが生まれて､ それに今の国際社会は手を焼く状
況になってしまっています｡ 確かに権力的な政治とそれを修正するための共同体的な政治
とが､ ヨーロッパなどでは上手く根付いてバランスを取っているのでしょうが､ 先ほどか
ら出ているアラブの春のことなどを聞いていても､ なかなかそれが根付かない社会にヨー
ロッパ的な価値観を押し付けても､ 却って秩序が崩れてしまうのではないか｡ 国際法の発
想はもともと､ 他の国のことには出来るだけ干渉しない､ ということにあります｡ そうい
う意味では多文化的というのか､ それが多くの国家が併存するためにはどうすれば平穏に
秩序を保っていけるのかという問題についての知恵だったと思うんですね｡ もちろん､ だ
んだんとそこから､ 国際社会の共通利益だとか人権だとかいうことが出て来て､ 昔のよう
に他国のことには干渉しなければそれでいいというのとは違ってきてはいるんですが､ と
はいえ､ 国際社会として余りに干渉主義的なことをやることで､ それなりに保たれていた
地域の秩序を却って毀してしまったのではないか｡ 人権状況の改善などについては､ もっ
と長いスパンで考えるべきところを､ 余りにも急激に､ 無理に作り替えようとしたために､
今日のような混乱がもたらされてしまった側面もあるんじゃないか､ と私などは､ ちょっ
と考えてしまうのですが､ この点についてはいかがお考えですか｡
深澤：今回の話の最もいい例がイラクだと思うんですね｡ 私は今回の報告で 2つの軸を
出したのですけれども､ 湾岸戦争を指導した父ブッシュ､ 彼は政治家としてはリアリスト
なんです｡ だから､ サダム＝フセインは生かしておきました｡ イラクに欧米型民主主義は
無理だということが､ 彼には分かっていた｡ イラクという国は部族の集合体で出来ていて､
リーダーシップを部族が取っている｡ そうした部族の均衡でそれなりに秩序を保っている
そういう状況で民主的な選挙なんて出来ないんです｡ だから､ クウェート侵攻に対しては
反対し､ その勢力を殺ぐけれどもそれ以上は踏み込まない､ というのが父ブッシュの方針
だったんですね｡ ところが､ その後の子ブッシュの方は､ 理想主義者なんですよ｡ 善なる
共同体を目指してしまったんです｡ 自分は善なる共同体を世界に広める正義の使者だと勘
違いした｡ それで徹底的にイラクを毀してしまったんです｡ ISILの正体も分かって来まし
たが､ 要するに主要な人物は皆な､ サダム＝フセインの下にいた軍人と官僚ですよね｡ だ
から､ あれだけ周到に国家形成に近いことまで出来る｡ 戦略を練ることが出来る｡ こうい
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う点からみて､ イラク戦争は本当に､ 最大の間違いだったと思いますね｡ 今後どうするか
と言われても､ ここまで事態が深刻化してしまうと､ ヨーロッパで貧困状態にあるイスラー
ム教徒も全部巻き込むかたちのグローバル戦略を彼らは取りましたから､ 現代の軍事武装
は次第にそちらの方に変わってきてはいるとはいえ､ 抑え込むのは殆ど不可能です｡ 国内
不安を無くすということくらいしか出来ないんじゃないかなと思います｡ まさに仰るとお
りで､ 西洋型の価値観を押し付けたことが大きな間違いでしたね｡
司会：今回の講座は､ 最初に予想したとおり､ 古代ギリシャから現代の国際問題まで極
めて幅広い問題に触れるものとなりました｡ 近年の流動化する国際情勢を反映して､ 最後
の方では､ 深刻な問題も議論されました｡ もとより､ こうした問題について､ こうすれば
解決するというような処方箋があるわけではありません｡ しかし､ 人類の過去の叡智に耳
を傾けること､ そして理性と知性の立場に根拠を置くことが必要なのではないでしょうか｡
本日ご来場の皆様には､ 様々なニュース報道に触れる際に､ この講座でのお話を思い出し
て頂き､ 我々の向かうべき道筋についてそれぞれ考えを巡らして頂ければ幸いです｡
本日は長い時間有難うございました｡
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